
1

情報共有に関するニーズについて

資料4

【本資料の位置づけ】

全体会議や地域メディア連携協議会参加者からのご意見や、関連取組な
どから得た災害時の情報共有・発信に関連するニーズを整理。



情報共有・情報発信のニーズ
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ニーズ分類

• 難解な防災用語の見直しや解説の充実、勉強会の開催への要望。用語の統一・解説

• 「川の防災情報」ウェブサイト等への利用方法、解説資料が必要。勉強会・解説資料の充実

• 災害発生後時間を置かずに行政とメディアで課題を議論する場が必要
• 専門家（国土交通省職員）からの解説の拡充。

メディアと行政の連携強
化

• リアルタイム・予測情報の提供ニーズ
• カメラ情報提供へのニーズ（画質や夜間利用、水位上昇箇所との対応）

提供情報のニーズ
（リアルタイム・予測情報）

• ハザードマップの仕様統一やデジタルデータの一元化が必要。

• 浸水想定区域や想定浸水深などの情報の網羅性が必要（未設定箇所情報提供への
ニーズ）

• メンテナンス情報などの機械可読形式や視聴者が状況を把握できる形式での情
報提供が必要。

情報提供方法へのニーズ
（網羅性、統一性、一元化、機

械可読化）

• 個人の現在位置や登録情報に基づく情報発信アプリの利活用推進
（マイ・タイムライン関連アプリ、逃げなきゃコール関連アプリ ）

• パーソナライズされた情報発信へのニーズ

情報提供方法へのニーズ
（パーソナライズ化）

• X以外のSNSも含めた情報発信手段の多様化が必要。
（高齢者、外国人等 多様な方への情報提供）

提供手段・対象の多様化

※全体会議、地域メディア連携協議会メンバ意見や河川事務所情報発信試行取組における情報発信者意見等より
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ニーズと関連取組



防災用語の統一・解説のニーズ
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R5年度に全体会議メンバ、地域メディア連携協議会メンバ向けに防災用語で解説ニーズのある用語を調査を実施
回答者：158（メディア回答者：104、公的機関回答者：54）

【参考】

防災用語ウェブサイト登録用語、登録候補用語を対象とした選択式

メディア関係回答者が解説ニーズの高い用語としての選択割合が5割を超えたもの
XRAIN、DiMAPS、川表、川裏、捷水路、バックウォーター(背水）、パイピング、1/N洪水、確率年、浚渫、霞堤、感潮河川、特別防災操
作、死水容量

自由回答等

メディア関係回答者による自由回答での解説要望用語
ダム操作、治水安全度、大雨警報（浸水害） 、リードタイム、L1・L2、基本高水、顕著な大雨に関する情報 等

メディア関係者から地整担当者が質問を受けた用語として挙げられた用語＊
流下能力、流域治水、治水協定、氾濫の可能性のある水位、緊急放流、想定最大規模降雨

その他意見
・対応・運用に使う「専門的な言葉」と外に向けて発信する「伝わる」言葉とを使い分けてほしい
・単に用語の意味だけに留まらず、使用するシチュエーションや、注意して欲しいことまで記載すると、より役立つサイトになると感じる

・溢水、越水などの類似用語の違いが分かるようにするとともに、管理側から見た用語の使い分けは一般住民にわかりにくいため伝える
用語として「氾濫」に統一するなども考えられる
・地域での河川の呼称と国や地方自治体等のシステムとの名称表記が異なる場合があるため呼び名を統一してほしい

（*R5年度：別調査）

赤字：防災用語ウェブサイト既登録用語（調査時点）
青字：追加登録用語

• 難解な防災用語の見直しや解説の充実、勉強会開催への要望
気象用語・表現に関する勉強会があるとありがたい
報道で正確に伝える必要があるため、河川名・地名にフリガナを付してほしい 等



防災用語の統一・解説に係る関連取組
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防災気象情報の体系整理と最適な活用に向けて（「防災気象情報に関する検討会」取りまとめ）

○ シンプルでわかりやすい防災気象情報の再構築に向け、防災気象情報全体の体系整理や個々の情報
の見直し、受け手側の立場に立った情報への改善などを取りまとめ。
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関連用語への
リンクを追加

防災用語ウェブサイト

○ 国土交通省では、LINEヤフー株式会社と連携し、同社が運営するインターネットニュース配信サービス
「Yahoo!ニュース」等において、インフォグラフィックによる防災情報などの普及啓発の取組を開始

防災用語の統一・解説に係る関連取組

イメージ図等の
更新

防災用語ウェブサイトの表記の改良事例：異常洪水時防災操作（緊急放流）



勉強会・解説資料の充実へのニーズ

図 国交省担当者向けアンケートによる参加者からの要望についての調査
（地域メディア連携協議会）【再掲】

【参考】

• 「川の防災情報」ウェブサイト等への利用方法、解説資料が必要
アンケート結果（ 資料２参照）からも解説資料のニーズが高いことが確認
記者等のトレーニングのため、使い方に関する勉強会を希望 等のニーズあり
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勉強会・解説資料の充実に係る関連取組

各地域メディア連携協議会などでの解説

https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000862840.pdf
令和５年 第１回 関東地方整備局メディア連携協議会資料より令和3年 第１回 関東地方整備局メディア連携協議会資料より

https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000807480.pdf

〇各地の地域メディア連携協議会にて解説資料等をそれぞれ提示



メディアと行政の連携強化のニーズ
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（参考）R5年度 地方整備局担当者の解説経験にかかる調査

回答数実績内容

1地整等メディアに専門家として河川情報の解説等を実施したことがある（映像）

1地整等メディアに専門家として河川情報の解説等を実施したことがある（音声）

7地整等気象庁との合同記者会見を実施したことがある

• 災害発生後時間を置かずに行政とメディアで課題を議論する場が必要
• 専門家（国土交通省職員）からの解説の拡充

災害報道の伝え方について、災害後あまり時間をおかずに行政とメディアで課題を議論する
場を設けた方が良い。
メディアが求める情報等の意見を伺う機会を設けてほしい。
現場に記者が出払い、会見会場に派遣できないことも想定されるためWeb参加も検討いた
だきたい
地方気象台との共同会見によってより地域にフォーカスした情報提供ができるため住民に
とって参考になると考える
地方では人員が少ないため専門の職員が解説してくれると非常にありがたい 等
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メディアと行政の連携強化に係る関連取組

合同記者会見のオンライン取材

例）関東地方整備局

○ 対面取材以外のMicrosoft Teamsを用いた取材の仕組み



提供情報（リアルタイム・予測情報）のニーズ
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（参考） 各地整の河川カメラの配信状況（R5年度調査をもとに一部更新）

TVメディアでの配信YouTube配信
ー13水系/13水系

32河川北海道開発局

12水系/12水系1水系/12水系東北地整

8水系/8水系
60河川

8水系/8水系
19河川関東地整

12水系/12水系12水系/12水系
23河川北陸地整

13水系/13水系
40河川

ー
中部地整

ー10水系/10水系近畿地整

13水系/13水系
43河川

13水系/13水系
26河川中国地整

ー2水系/8水系
4河川四国地整

20水系/20水系
74河川

20水系/20水系
74河川九州地整

• リアルタイム・予測情報の提供ニーズ
• カメラ情報提供へのニーズ（画質や夜間利用、水位上昇箇所との対応）

記者等の水害リスクラインのデータを提供してほしい
静止画だけでなくリアルタイム動画映像もの提供や、夜間においても映像が出せるように工
夫、河川監視カメラのＨＤ画質化を希望（他方、通信量が膨大なものとなる）。
カメラの数が多いため、緊急時に適切な映像を選択できるようにしたい 等のニーズあり
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提供情報（リアルタイム・予測情報）に係る関連取組

現在 予測値

キキクル水害リスクライン

水害リスクライン・キキクルでの予測情報の提供

○ 水害リスクライン、キキクルサイトにおいて６時間先までの予測情報を提供

対応するカメラ画像
も併せて確認可能
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浸水センサ表示システムの試行公開

〇 リアルタイムに浸水状況を把握する仕組み：令和６年１１月１４日より公開

提供情報（リアルタイム・予測情報）に係る関連取組



提供情報（リアルタイム・予測情報）
水管理国土保全局の取り組み（川の防災のアップデートについて）

河川カメラの過去画像表示機能及び履歴動画表示機能の追加

過去の日付（時刻）を設定しても、現在の時刻の画像が
表示される仕様になっていた。

不一致

カメラ以外は過去の情報が表示されるが、カメラは現在の画
像が表示されるため、利用者に誤解を与える可能性がある。

現況と平常時の静止画像を表示

過去 現在

過去の日付（時刻）を設定すると、その日付の画像を表示するこ
とができる。
※ただし、遡ることができるのは３日前まで。

10.3010.30

一致

再生ボタン
の追加

現在までの履歴動画を表示する
機能を追加（1時間程度）

「過去」を選択する

旧「川の防災情報」 新「川の防災情報」
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情報提供方法のニーズ（網羅性、統一性、一元化、機械可読化）（1/2）
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約半数が
未指定

浸水想定区域の指定・ハザードマップの公表状況

• ハザードマップの仕様統一やデジタルデータの一元化が必要
• 浸水想定区域や想定浸水深などの情報の網羅性が必要（未設定箇所情報提供へのニーズ）

ハザードマップのデジタルデータが一元的にデータ管理されていないことが課題
浸水想定区域などのデータは網羅的に公開されてないと浸水深０の範囲が、リスク無しなの
かリスクを評価されていないのかの識別ができないため、未設定箇所情報を提供してほしい

等のニーズあり



16https://www.mlit.go.jp/river/event/main/datahaishin/index.html

テレメータデータのサンプルファイル

---------------------------------------
お知らせ番号：[ 01-XXXXXX ]
メンテナンス 〇〇県【□水位観測所(□市内)】
2024/XX/XX XX:XX [地域名]
〇〇県所管の□水位観測所は、停電作業ためXX月XX日XX時XX分か
らXX時XX分までデータのデータが欠測します。
※作業終了後、直ちに配信を再開します。
※天候状況、災害等が予想される場合は、中止・延期します。
---------------------------------------

https://www.river.or.jp/koeki/opendata/komoku.html

観測値の欠測情報や閉局状況などは把握で
きるが、メンテナンス時期等を示すお知らせ情
報などはメールで提供

水防災オープンデータ提供サービスの例

情報提供方法のニーズ（網羅性、統一性、一元化、機械可読化）（2/2）

• メンテナンス情報などの機械可読形式や視聴者が状況を把握できる形式での情報提供が必要

水位計などのメンテナンス予定情報などがメール等で届くため、対象の水位計ごとにお知らせ
情報を機械可読形式で提供されることでデータを参照する住民に正確な情報を提供できる
カメラ映像配信の調整中のカメラ映像を黒色配信ではなく調整中の表示等を希望

等のニーズあり



情報提供方法（パーソナライズ化）のニーズ

17久留米市住民（R5.6月大雨による被害）に対するWebアンケート

参考：立ち退き避難した方のの避難行動のきっかけとなった内容

リアルタイム情報
が避難のきっかけ

• 個人の現在位置や登録情報に基づく情報発信アプリの利活用推進
（マイ・タイムライン関連アプリ、逃げなきゃコール関連アプリ）

• パーソナライズされた情報発信へのニーズ
住民の位置情報等に対応した必要な情報をセットで提供できるとよい
住民が自分事と認識してもらうためにパーソナライズ化された情報提供が必要

プッシュ型の通知の際に近隣の河川の映像が出てくるというような視覚的な訴求要素がある
とよい 等のニーズあり
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浸水ナビによる地点指定による影響箇所の確認

〇 選択地点に影響のある想定破堤点や基準水位観測所を確認可能
〇 浸水ナビのAPIも公開

〇ある地点に影響を与える想定破堤点を知りたい場合
→地図上で場所を指定してから検索する

（浸水ナビ：操作方法よりhttps://suiboumap.gsi.go.jp/sosa_hateiten.html）

破堤点を選択すると対
応する基準水位観測
所のリンクが表示

地点選択
（居住地や現在地など）

対応する破堤点が
表示される

各破堤点を受け持ち区間
にもつ基準水位観測所

情報提供方法（パーソナライズ化）のニーズに係る関連取組



提供手段・対象の多様化のニーズ
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総務省 令和5年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査(R6.5)
https://www.soumu.go.jp/iicp/research/results/media_usage-time.html

• 情報発信手段の多様化が必要（高齢者、外国人等 多様な方への情報提供）

自治体のホームページのダウンへの対応として、LINE、X、Facebook等で情報発信を代替す
る事も可能
高齢者向け、外国人向けの情報発信が課題 等のニーズあり
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提供手段・対象の多様化に係る関連取組

複数のSNSを用いた情報発信

〇 多様な手段による情報発信も徐々に実施
〇 LINEは高齢層を含む世代への情報提供手段として期待

インスタグラムを用いた情報発信

R7.1月時点の公式アカウン
トの「友だち」866名
（開設約3か月）

年齢層：55歳以上が8割以
上（70歳以上が3割以上）

LINEの友だちの年齢内訳

.

LINE公式アカウントの開設

LINE上でチャットボットを
利用することにより「文字
入力」せずとも必要な情

報が取得可能


